
（別紙様式４）

〒
（住所）
（電話）

〒
（住所）
（電話）

昼夜

1,710 単位時間 210 単位時間 0 単位時間 1,500 単位時間 0 単位時間 0 単位時間

年 単位 単位 単位 単位 単位 単位

160 人 117 人 人 30 % 17 %

人
人
人
人
％

■就職者に占める地元就職者の割合 (F/E)
％

■卒業者に占める就職者の割合 (E/C)
％
人

（令和 6

受審年月：

（Ａ：単位時間による算定）

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

単位時間

（Ｂ：単位数による算定）

単位

単位

単位

単位

単位

単位

単位

人

人

人

人

人

人

人

令和7年8月31日

〒169‐8522

03－3363－7761
設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人電子学園 昭和38年12月17日 多　忠貴 東京都新宿区百人町一丁目25番4号
〒169‐8522

03－3363－7761

日本電子専門学校 昭和51年9月10日 杉浦　敦司 東京都新宿区百人町一丁目25番4号

職業実践専門課程等の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

工業 工業専門課程 ネットワークセキュリティ科 平成17(2005)年度 - 平成25(2013)年度

分野 認定課程名 認定学科名 専門士認定年度 高度専門士認定年度 職業実践専門課程認定年度

学科の目的
　ネットワーク・セキュリティ対策企業が講じている、設計・構築の技術を実践的に学び、更に、技術革新の早いセキュリティ業界の中で最先端の技術や知識を修得し
て、ネットワーク・セキュリティ業界で活躍できる人材の育成を目的とする。

修業年限
全課程の修了に必要な総授業時数又は総

単位数
講義 演習 実習 実験 実技

学科の特徴（取得
可能な資格、中退

率　等）

【取得可能な資格】
 Cisco CCNA／LinuC Level1／LPIC Level1／LinuC Level2／LPIC Level2／AWS CLF

【在学の状況】
令和6年4月1日時点において、在学者98名（令和6年4月1日入学者を含む）
令和7年3月31日時点において、在学者81名（令和7年3月31日卒業者を含む）

2 昼間
※単位時間、単位いずれ
かに記入

生徒総定員 生徒実員(A) 留学生数（生徒実員の内数）(B) 留学生割合(B/A)

35

31

就職等の状況

■卒業者数 (C)　　　　　　　　： 33
■就職希望者数 (D)　　　　　： 31
■就職者数 (E)　　　　　　　　：

年度卒業者に関する令和７年５月１日時点の情報）

■主な就職先、業界等

NTT東日本、NTT-ME、アルティウスリンク株式会社、NECネッツエスアイサービス、ユービーセキュア、LAC、ラックサイバーリンク、さくらインターネット、SBテクノロ
ジー、IDCフロンティア、アイレット、富士インフォックスネット、Avintonジャパン、防衛省自衛隊等
ネットワーク・サーバ・クラウド・セキュリティ業界

（令和6年度卒業生）

中退率

　就職指導の体制は、キャリアセンターが、業界の求人獲得に努め、合同企業説明会や校内入社試験を実施している。各クラス担当のキャリアサポー
ターとクラス担任を中心とした、組織的な学生指導体制による就職指導を行っている。

■地元就職者数 (F) 31
■就職率 (E/D)　　　　　　　　　　：

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数） 0

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数

当該学科の
ホームページ

URL
https://www.jec.ac.jp/course/security/cc/

94
■進学者数 0
■その他

うち企業等と連携した演習の授業時数

うち必修授業時数

企業等と連携した
実習等の実施状況
（Ａ、Ｂいずれか

に記入）

総授業時数 1,710

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数 390

うち企業等と連携した演習の授業時数

うち企業等と連携した必修の演習の授業時数 0

総授業時数

うち企業等と連携した実験・実習・実技の授業時数

0

うち必修授業時数 1,710

うち企業等と連携した必修の実験・実習・実技の授業時数 390

（うち企業等と連携したインターンシップの授業時数）

教員の属性（専任
教員について記

入）

 ① 専修学校の専門課程を修了した後、学校等にお
いてその担当する教育等に従事した者であって、当
該専門課程の修業年限と当該業務に従事した期間と
を通算して六年以上となる者

（専修学校設置基準第41条第1項第1号） 1

 ② 学士の学位を有する者等 （専修学校設置基準第41条第1項第2号） 2

 ③ 高等学校教諭等経験者 （専修学校設置基準第41条第1項第3号） 0

 計 3

上記①～⑤のうち、実務家教員（分野におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し、かつ、
高度の実務の能力を有する者を想定）の数

3

 ④ 修士の学位又は専門職学位 （専修学校設置基準第41条第1項第4号） 0

 ⑤ その他 （専修学校設置基準第41条第1項第5号） 0

100

100

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：有
※有の場合、例えば以下について任意記載

評価団体：
特定非営利活動法人
職業教育評価機構

令和5年3月31日
評価結果を掲載した
ホームページＵＲＬ

https://www.jec.ac.jp/school-
outline/disclose/third-party-evaluation/



種別

①

③

③

（年間の開催数及び開催時期）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課程
の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針
　 教育課程編成委員会は、卒業生の就業先の業界における人材の専門性に関する動向、国または地域の産業振興の方
向性、新産業の成長に伴い新たに必要となる実務に関する知識、技術、技能などを十分に把握、分析した上で、本校の専
門課程の教育を施すにふさわしい授業科目の開設または授業内容・方法の改善・工夫等を行うなど、専攻分野に関する企
業、関係施設、関係団体等の要請等を十分に活かしつつ実践的かつ専門的な職業教育を主体的に実施するための検討課
題を協議・検討することを基本方針とする。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

　 教育の管理部署（教育部、教務部）と各学科に対して中立的な位置付けとし、実践的な教育を行うために、経営や教育現
場からの制約を受けない自由な検討が行えるものとする。
　尚、教育課程の編成については、以下の過程に基づいて決定する。
　　　① 学科教員により、今後の教育課程について検討し改善案を作成する。
　　　② 教育課程編成委員会にて、学科からの改善案について各委員の専門的知見に基づく意見を伺う。
　　　③ 教育課程編成委員会での意見を踏まえ、学科長及び教育部長を中心に最終案を作成し、校長の決済で決定
　　　　　する。
　　　④ 次の教育課程編成委員会にて、最終決定した教育課程を各委員へ報告する。
　上記の教育課程を決定する過程については、学校関係者評価委員会においても報告・評価の対象とする。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

佐々木 伸彦 ストーンビートセキュリティ株式会社
令和7年4月1日～

令和9年3月31日（2年）

　 委員会は、原則として学期の切り替え時期（９月）及び、年度末（３月）の年２回は、必ず開催する。また、業界動向の変化
や学科の状況等により、必要性に応じて適宜開催する。

（開催日時（実績））
第1回　令和6年9月3日　10：00～12：00 開催

令和7年５月１日現在

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　 地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

杉浦 敦司

令和6年4月1日～
令和8年3月31日（2年）

高橋 陽介 日本電子専門学校　学事部　部長
令和6年4月1日～

令和8年3月31日（2年）

井上 直樹 日本電子専門学校　キャリアセンター　センター長
令和6年4月1日～

令和8年3月31日（2年）

大川 晃一 日本電子専門学校　エンジニア教育 部長

姜 怜和 日本電子専門学校　ネットワークセキュリティ科　学科長
令和6年4月1日～

令和8年3月31日（2年）

名　前 所　　　属 任期

満岡 秀一 一般社団法人　IT職業能力支援機構
令和6年4月1日～

令和8年3月31日（2年）

松田 陽子 株式会社ユービーセキュア
令和7年4月1日～

令和9年3月31日（2年）

日本電子専門学校　校長
令和6年4月1日～

令和8年3月31日（2年）

第2回　令和7年3月11日　10：00～12：00 開催



（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
　ネットワーク・セキュリティ業界で活躍できるエンジニアを育成するため、世界165か国9言語で展開されている大手ネット
ワーク専門企業の教育プログラム（シスコネットワーキングアカデミー）を授業で実施する。授業は、連携企業の開催する認
定教員養成研修により実践的な技術指導を受けた認定教員が、ネットワーク・セキュリティエンジニアとして必要な知識・技
術を身につけさせる。また、毎学期ネットワーク・セキュリティ業界のスペシャリストによるセミナーや技術指導等を実施し、業
界の最新技術や動向を学ばせることを基本方針とする。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。
（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

【議題１】
本学科設置当初からインフラエンジニアとして、プログラム言語をカリキュラムに導入している。ネットワークエンジニア、サーバエンジニア、セキュリ
ティエンジニアなど学科目標としているエンジニア育成に、基礎的なプログラミング知識の習得を考えたとき、汎用性ある言語は何か？
【意見】
・プログラミング言語として「Python」で問題ない。　・業務効率を考えるとスクリプト言語もありと思う。　・実作業の大変さを、スクリプトなどで作業効率
が良くなる実感をさせてほしい。
【活用】
・授業内容を見直し、引き続きプログラミング言語として「Python」を利用することにした（一部見直し後、カリキュラムに反映）。

【議題２】
2年次の総まとめとしての科目である「卒業制作」について、企業と連携し実社会で活用できる内容で運用を検討したいと考えている。
【意見】
・トレンドなどの提供を受ける（企業からオーダーをもらう）。　　・技術的に求められているものを考慮する。　・新技術（わからないこと・理解できないこ
と）に取り組む姿勢が大事
【活用】
企業連携授業形式に協力いただける企業を選び、今年度後期授業から実施。授業内容を見直し、テーマの選択から制作作業も含めて学生指導に
加わっていただいた（但し業務の都合上、毎回とはいかず5回ほど参加）。また、卒業制作発表会にも参加して、学生の発表内容や成果について意
見や評価をしていただいた。

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

　企業等から提供される教育プログラムのオンライン教材及び実習教材は、さまざまな用途の小規模ネットワークの計画お
よび実装に必要となるスキルの習得に役立つ。教育プログラムは、各項目にテスト問題が設定されており、各セメスターに
最終テストも設定されている。また、そのセメスターには必要に応じて実習教材があり、実習を実施し修了することにより、目
標とするスキルの習得ができる。
　指導教員（インストラクター）は、該当セメスターのトレーニングを受講・修了することで、該当セメスターの指導教員（インス
トラクター）資格を取得できる。トレーニングは、学生が受講するレベル以上のものであり、実務経験レベルに達した者のみ
資格取得が可能になる。その指導教員（インストラクター）が授業を担当することにより、企業等の教育プログラムを忠実に
学生に教え、目標とされるスキルを習得することができる。



（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針

　教育課程編成委員会やネットワーク・セキュリティ業界の動向を受けて、ネットワーク・セキュリティエンジニア育成のため、
現在教員に不足している知識、技術、技能、教授法や教員資質に関連する外部の研修や、必要に応じて企業を招いた校内
の研修など、以下の研修等に教員研修規定に則って参加することを基本方針とする。
・ネットワーク・セキュリティ企業が実施する外部の技術研修に参加。
・連携企業が毎年1回実施する認定教員向けの技術研修。
・連携企業が年間数回実施する認定教員の技術向上と、資格の維持を目的とした継続トレーニング。

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

※研修等を教員に受講させることについて諸規程に定められていることを明記

科　目　名 科　目　概　要

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

CCNAⅢ
２．【校内】企業等から
の講師が一部の授業
のみを担当

　高度なルーティング、スイッチン
グについて学ぶ。ルーティングプロ
トコルのより高度な構成や、アクセ
スコントロールリストの構成、WAN
リンクの基本的な実装について説
明する。また LAN、WAN、および
VLAN の実装における詳細なトラ
ブルシューティングのガイダンスが
提供され、それに基づいてネット
ワークエンジニアに必要なスキル
を学習する。また、ネットワーク・セ
キュリティ業界の最新技術や動向
把握のため、スペシャリストによる
セミナーや技術指導を行う。

株式会社
ネットサービスソリューションズ

連　携　企　業　等

CCNAⅠ
２．【校内】企業等から
の講師が一部の授業
のみを担当

　ネットワークの基本的な概念とテ
クノロジーを学ぶ。｢OSI参照モデ
ルと業界標準プロトコル｣、｢ネット
ワーク・トポロジー｣、｢ネットワーク
設計の基礎｣、｢ネットワーク機
器｣、｢IPアドレスの基礎｣を主体に
学習する。また、ネットワーク・セ
キュリティ業界の最新技術や動向
把握のため、スペシャリストによる
セミナーや技術指導を行う。

株式会社ユービーセキュア

CCNAⅡ
２．【校内】企業等から
の講師が一部の授業
のみを担当

　ルーティングの理論と技術につい
て学ぶ。ルーティング、リモートアク
セス、アドレッシング、およびネット
ワーク サービスの概要を学習す
る。また、サーバによる電子メール
サービス、Web空間、認証アクセス
の実現についても学習する。エン
タープライズ LANおよび WANのパ
フォーマンスを最大に生かすため
のプロトコルを使用するのに必要
なスキルも併せて学習する。また、
ネットワーク・セキュリティ業界の最
新技術や動向把握のため、スペ
シャリストによるセミナーや技術指
導を行う。

テクノブレイブ株式会社



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

「卒業生調査の分析結果」 連携企業等： 株式会社応用社会心理学研究所

令和7年8月28日 対象： 全教職員

卒業生調査の分析結果から、本校の課題を明らかにすると共に対策を検討する。

学校教育法等の改正に伴う各専修学校における対応

令和7年8月20・22日 対象： 新人教員

連携企業等： 株式会社ウチダ人材開発センタ

令和7年8月8日 対象： 新人教員

授業を実施する上で、その前提となる授業設計等に関する知識を体系的に学ぶ。科目内容の見直しやシ
ラバス作成における授業設計に関する知識技能を修得する。

連携企業等： 専門学校コンソーシアムTokyo

令和7年9月18日

授業を実施する上で、その前提となる授業設計等に関する知識を体系的に学ぶ。科目内容の見直しやシ
ラバス作成における授業設計に関する知識技能を修得する。

令和7年6月 対象： 学科教員

さくらクラウドの活用状況と認定試験について

令和7年8月 対象： 学科教員

①専攻分野における実務に関する研修等
（３）研修等の計画

アカデミープログラムの活用状況と技術的 Update Sessionの共有

②指導力の修得・向上のための研修等

教授する際に必要なスキル項目に沿って、対人スキルとして「話法」のスキルを身に付け、教授法の重要
性を理解する。

「インストラクショナルデザイン研修」

Ciscoアカデミーインストラクターフォーラム 連携企業等： シスコジャパン合同会社

「中退者を出さない基盤づくりノウハウ」 連携企業等： 株式会社Weness

令和6年8月29日 対象： 全教員

『教員が疲弊しない』中退防止法を考察する。

「高校生を取り巻く入試環境とこれからの入学生に求めら
れる学生指導とは」

連携企業等： 専門学校コンソーシアムTokyo

令和6年9月19日 対象： 全教員

データから見る入試環境と専門学校進学者層への影響と新入生の実態と効果的な指導を理解する。

 AWS AcademyxCisco Networking Academyインストラクターフォーラム 連携企業等： シスコ　ネットワーキングアカデミー事務局

令和6年8月19日－20日 対象： 学科教員

さくらクラウドの活用状況と今後について

令和6年9月11日－13日 対象： 学科教員

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

Introduction to Networks インストラクタートレーニング

石狩データセンター　国産クラウドについて 連携企業等： さくらインターネット株式会社

全教職員

令和6年8月7・9日 対象： 新人教員

さくらクラウド 連携企業等： さくらインターネット社

②指導力の修得・向上のための研修等

教授する際に必要なスキル項目に沿って、対人スキルとして「話法」のスキルを身に付け、教授法の重要
性を理解する。

「インストラクショナルデザイン研修」 連携企業等： 株式会社ウチダ人材開発センタ

令和6年8月20日 対象： 新人教員

「教授法研修」 連携企業等：

対象：

令和8年4月施行の学校教育法の改正ポイントを理解する。

「教授法研修」 連携企業等： 株式会社ビーフォーシ―

株式会社ビーフォーシ―



（１０）社会貢献・地域貢献
学校施設の教育資源の貢献、学生ボランティア活動支援

（１１）国際交流
留学生の受け入れ戦略、留学生の在籍管理と手続き、留学生の学修・
生活支援体制、学習成果の発表

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況
　コロナ禍後に退学率が上昇したことに対して、組織的な対応の必要性について意見を頂いた。コロナ禍により日常のコミュ
ニケーション機会が失われたことが理由の一つと考えられることから、令和6年度は次の取組みを行った。
　外部講師を招き、「中退者を出さない基盤づくりノウハウ」というテーマで、組織的な学生対応に関する全体研修会を実施
した。また、キャリアセンターを中心に個別対応の充実を図り、個別面談の機会を増やす取組みを行った。結果として、前年
よりも学校全体の退学率の低減に繋げることができた。

（６）教育環境
施設設備環境の維持・向上、学外実習・インターンシップ・海外研修体
制、防災訓練

（７）学生の受入れ募集
学生募集活動、教育成果の公表、入学選考、学納金、
資格・就職情報公開

（８）財務
中・長期財務計画、予算・決算・収支計画、定期的な会計監査、事業
（財務）情報公開

（３）教育活動

（９）法令等の遵守
法令・設置基準の遵守、個人情報保護、自己点検・評価、
自己評価・第三者評価の公開

（１）教育理念・目標
理念・目的・育成人材像の周知、職業教育の特色、将来構想、学科教
育目標

（２）学校運営
運営方針、事業計画、組織・意思決定機能、人事規程、
教育活動の成果公開、情報システム化

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。
また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
　本校では、卒業生、保護者、高等学校教員、地域住民、ネットワーク・セキュリティ企業等、本校の関係者を評価委員とし
て、学校関係者評価委員会（以下、評価委員会という。）を組織する。評価委員会では、本校の自己評価報告書にもとづき、
学校の運営状況やネットワークキュリティ科の教育状況、目標達成度、進路の状況、卒業生の産業界での活躍等、教育活
動に関する自己評価結果を報告する。評価委員より、自己評価結果の評価を受け、自己評価の客観性・透明性を高めると
ともに、ネットワークキュリティ科への理解促進や連携協力による今後の運営や教育の改善等を図ることを基本方針とす
る。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

教育目標・教育人材像、教育達成レベル、実践的なカリキュラム、業界
関連科目目標、キャリア教育、授業評価、職業教育、教員確保・育成、
成績・単位基準、資格指導体制

（４）学修成果
就職率、資格取得、ドロップアウト対策、卒業生・在校生の活躍、キャリ
ア形成と教育改善

（５）学生支援
就職指導体制、学生相談体制、学費支援体制、学生生活・健康管理、
課外活動支援、父母会、卒業生支援、関連分野と業界関係

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目



種別

企業

企業

企業

企業

企業

企業

職能団体

職能団体

職能団体

職能団体

職能団体

職能団体

高校教員等

高校教員等

日本語学校

卒業生

卒業生

地域住民

父母

父母

父母

父母

父母

在学生

在学生

在学生

在学生

在学生

在学生

在学生

公表時期：毎年10月1日に更新
URL：https://www.jec.ac.jp/school-outline/disclose/stakeholder-assessment/

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））

令和7年4月1日～
令和9年3月31日（2年）　埜村　萌花

令和7年4月1日～
令和9年3月31日（2年）

令和6年4月1日～
令和8年3月31日（2年）

令和7年4月1日～
令和9年3月31日（2年）

合同会社ワタナベ技研

ストーンビートセキュリティ株式会社

聖徳学園中学・高等学校

株式会社ウィザス

東京ギャラクシー日本語学校

　谷　伸城 株式会社アプリケーションプロダクト
令和7年4月1日～

令和9年3月31日（2年）

　大曽根　良孝
令和7年4月1日～

令和9年3月31日（2年）

令和6年4月1日～
令和8年3月31日（2年）

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
令和7年５月１日現在

名　前 所　　　属 任期

令和7年4月1日～
令和10年3月31日（3年）

　葛巻　沙織
令和7年4月1日～

令和9年3月31日（2年）

令和6年4月1日～
令和9年3月31日（3年）

百人町西町会
令和7年4月1日～

令和9年3月31日（2年）

　髙橋　美登里
令和5年5月1日～

令和8年3月31日（3年）

　岸本　美香
令和5年5月1日～

令和8年3月31日（3年）

　岡本　忠司
令和6年4月1日～

令和8年3月31日（2年）

　原田　識義

令和7年4月1日～
令和10年3月31日（3年）

　伊藤　凛
令和7年4月1日～

令和9年3月31日（2年）

　小倉　昊太朗

　鈴木　周祐 株式会社スタジオぴえろ

　後藤　宗亮

　木下　幸弘

　渡邉　登

　佐々木　伸彦

　伊藤　好宏

　宮内　舞

　満岡　秀一

JTP株式会社

CG-ARTS　公益財団法人画像情報教育振興協会

一般社団法人　IT職業能力支援機構

　舟山　大器

　品田　健

　横田　えりか

　亀田　亜矢子

株式会社ファンコーポレーション

令和6年4月1日～
令和8年3月31日（2年）

　岩永　礼矢

　下園　紗月
令和6年4月1日～

令和9年3月31日（3年）

　森下　晴紀

一般社団法人ソフトウェア協会　

一般社団法人組込みシステム技術協会　

東京商工会議所新宿支部

令和7年4月1日～
令和9年3月31日（2年）

令和7年4月1日～
令和9年3月31日（2年）

令和6年4月1日～
令和8年3月31日（2年）

令和7年4月1日～
令和9年3月31日（2年）

令和7年4月1日～
令和9年3月31日（2年）

令和7年4月1日～
令和9年3月31日（2年）

令和7年4月1日～
令和9年3月31日（2年）

令和6年4月1日～
令和8年3月31日（2年）

令和6年4月1日～
令和8年3月31日（2年）

令和6年4月1日～
令和8年3月31日（2年）

株式会社ジェイスリー

一般社団法人　日本PVプランナー協会
令和7年4月1日～

令和9年3月31日（2年）

　田野　滋子
令和7年4月1日～

令和9年3月31日（2年）

　森　清子

　中野　正

　米井　翔

　西郷　直紀



（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））

（４）キャリア教育・実践的職業教育 教育の仕組み、キャリア教育、産学連携

（８）学校の財務 貸借対照表、資金収支計算書、事業活動収支計算書
（９）学校評価 自己点検評価、学校関係者評価、第三者評価
（１０）国際連携の状況

（５）様々な教育活動・教育環境 学校行事、エクステンションプログラム、施設
（６）学生の生活支援 就職サポート、学生寮

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に
関する情報を提供していること。」関係

（３）情報提供方法

（１１）その他
※（１０）及び（１１）については任意記載。

URL：https://www.jec.ac.jp/
公表時期：毎年4月に更新

（２）各学科等の教育 学科紹介、カリキュラム、時間割

（７）学生納付金・修学支援 学費サポート、納付金・時期、独自の奨学金制度

（３）教職員 組織図、教職員人数

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
　理念・育成人材像といった教育的目標から施設設備・財務状況といった学校運営に至るまでの情報をホームページや入
学案内書などの冊子に掲載するとともに、ネットワークセキュリティ科の教育成果として、卒業研究発表会に広く来場を促す
など、在校生・保護者、高等学校、卒業生が活躍する企業・業界、学校近隣の住民など、関係者の理解を深め連携及び協
力の促進に資するために、積極的に情報を提供することを基本方針とする。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画 本校について、教育理念、校長名、沿革
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1 ○ TCP/IP

　インターネット上のプロトコル（通信規
約）であるTCP/IPに関する一連の講義で、
TCP/IPのプロトコルの背景や関連事項から
始まり、IP、TCP、UDPの各プロトコルの基
本機能、ルーティングプロトコルの基礎、
ルータの機能、各種インターネットサービ
スの詳細や使用例について学習します。

1
前

60 ○ ○ ○

2 ○
セキュリティ
基礎

ネットワーク上の不正アクセスやウイル
スなどの現状を学び、ネットワークセキュ
リティ関係で必要と思われるセキュリティ
技術の基礎を学習します。セキュリティ技
術者の基盤構築のためのワールドワイドな
適性基準である、CompTIA Security＋の資
格対策授業です。

1
前

30 ○ ○ ○

3 ○
イ ン フ ラ セ
キュリティ

現代では、遠隔拠点から組織の基幹ネット
ワークに接続するケースが増えています。
セキュリティの基本的な構築手法や、ボー
ダレスなネットワーク構築の考え方につい
て学習します。また、組織内で施行される
セキュリティ関連規程について学び、物理
的・人的・技術的セキュリティの実際の運
用やポイントについて理解します。

1
後

60 ○ ○ ○

4 ○
ネットワーク
プログラミン
グ

話題になっているpythonをプログラミン
グ経験の無いレベルでも書けるようになる
授業です。データ型とオブジェクト、条件
分岐と繰り返し、ファイルの読み書きなど
の基本的なことを学習し短い課題をこなし
つつ基礎を学習します。

1
前

60 ○ ○ ○

5 ○ CCNAⅠ

ネットワークの基礎を学習することに重
点を置き、基本的なネットワークを理解す
るための基礎を築き、実践的なスキルと概
念的なスキルの両方を習得します。本講座
のⅠ～Ⅳを学習することにより、シスコシ
ステ ムズ 社の シス コ技 術者 認定 資格
（CCNA）と同等の学力を得ることが出来ま
す。シンプルなLANを構築し、ルータおよ
びスイッチの基本的な設定を行い、IPアド
レス計画を実装できるようになります。

1
前

120 △ ○ ○ ○ ○

授業科目等の概要

（工業専門課程 ネットワークセキュリティ科）令和７年度
分類

授業科目名 授業科目概要

配
当
年
次
・
学
期

授
　
業
　
時
　
数

単
 
位
 
数

授業方法 場所 教員

企
業
等
と
の
連
携



6 ○ CCNAⅡ

Ⅰに続く科目で、小規模ネットワーク内
のルータおよびスイッチのアーキテク
チャ、コンポーネント、および動作の学習
に重点を置いています。基本機能につい
て、ルータとスイッチを設定する方法を学
習します。なお、Ⅰ～Ⅳ各コースは、Web
ページアクセスによる自己学習とネット
ワーク機器の操作実習から構成されていま
す。IPv4とIPv6の両ネットワークで、ルー
タおよびスイッチの設定および一般的な問
題を解決できるようになります。

1
後

150 △ ○ ○ ○ ○

7 ○ CCNAⅢ

Ⅱに続く科目で、大規模でより複雑な
ネットワークのアーキテクチャ、コンポー
ネント、およびルータとスイッチの動作に
ついて学習します。また、ルータとスイッ
チの高度な機能の設定方法を学習します。
IPv4とIPv6の両ネットワークで、ルータお
よびスイッチの設定および一般的な問題を
解決できるようになります。

2
前

120 △ ○ ○ ○ ○

8 ○
ネットワーク
デザイン

CCNAで学んだ技術を応用し、企業で使用
されている冗長化技術を実機で構成し、機
能を理解した上でインフラの物理・論理構
成図、基本設計書や詳細設計書の作成を実
践的に学習します。

2
後

30 ○ ○ ○

9 ○ 無線LAN構築

エンタープライズの無線LAN環境構築や運
用、無線LANにおけるセキュリティ関連技
術を、実習を中心に学習していきます。ま
た、そうした環境で無線ネットワークを構
築する際には既存の認証基盤やネットワー
クとの融合が不可欠となるので、実際に現
場で使われているLAN技術等と無線LANを組
み合わせた形で学習をすすめます。

1
後

60 △ ○ ○ ○

10 ○
Cloudデザイ
ン

クラウドに関する基本的な概念をもと
に、環境の構築・運用について学習しま
す。クラウド環境を作成するにあたり、コ
スト、セキュリティ面の考え方、ビジネス
に与える効果を学びます。実技ではネット
ワークやサーバを作成し、理解を深めま
す。

2
後

60 △ ○ ○ ○

11 ○
不正アクセス
対策

不正アクセスの手法を理解し、それに対
応するセキュリティ知識、技術を習得す
る。パケット解析、暗号化技術、不正アク
セス、無線セキュリティ、デジタルフォレ
ンジックをテーマとして、最後にはCTF形
式の総合演習を行います。

1
後

30 ○ ○ ○

12 ○
ルータセキュ
リティ

シスコシステムズ社のCCNASecurityコー
スについて学習します。ルータやスイッチ
のセキュリティ、アクセス制御、ファイア
ウォールなどシスコ製品によるセキュリ
ティ技術を理解します。

2
前

60 ○ ○ ○

13 ○
フ ァ イ ア
ウォール
トレーニング

ルータセキュリティⅠに続く科目で、不
正侵入検知と防止設定や暗号化とVPN技術
を、ルータによるファイアウォールなどを
実機操作しながら理解します。

2
後

30 ○ ○ ○



14 ○
セキュリティ
ログ解析

簡単なネットワークを構築し、ネット
ワークツールなど使用して、出力されるロ
グを基にネットワークトラフィックの解析
方法、検証手法、報告書の書き方を学習し
ます。

2
前

60 △ ○ ○ ○

15 ○
サイバーディ
フェンス

サイバー攻撃からネットワークを守るた
め、攻撃の種類や手口を確認し研究を行い
ます。また、サイバー攻撃の実態からイン
シデント時の被害や影響を考え、効果的な
セキュリティ対策に必要な基礎知識を学習
します。

2
前
後

90 △ ○ ○ ○

16 ○
サ イ バ ー セ
キュリティ

セキュリティオペレーションセンター
（SOC）に採用されているサイバーセキュ
リティアナリストに必要となる、実用的で
関連性の高い、仕事に対応できる専門知識
とスキルを伸ばすための内容を学習しま
す。

2
後

30 ○ ○ ○

17 ○ LinuxⅠ

コマンド入力による各種操作を通して、
ユーザレベルで Linux の機能 を体験的に
学習します。またヘビーユーザレベルで活
用できるように することを目的としてい
る、LPI101/102 資格の内容を基本に進め
る予定です。

1
前

90 △ ○ ○ ○

18 ○ LinuxⅡ

LinuxⅠに続く科目で、管理者レベルと
して Linux の構築、管理、運 用方法を学
習します。LPI101/102 資格の内容を基本
に進める予定 です。

1
後

90 △ ○ ○ ○

19 ○ サーバ構築

inuxⅡで学んだ技術を基に Linux にお
ける各種サーバの構築・運用・管理を取得
する実習です。実習内容は、サーバ管理コ
マンドの使用方法、Web サーバ構築、FTP
サーバ構築等です。

2
前

120 △ ○ ○ ○

20 ○
サーバセキュ
リティ

Linux サーバ環境におけるネットワーク
診断、LAN アナライザーなどのツール類な
どを使用し、実際の攻撃手法を研究しま
す。また、セキュアサーバの構築技術も修
得します。Linux サーバ編のセキュリティ
対策実習です。

2
後

60 △ ○ ○ ○

21 ○ データベース

コンピュータへのデータベースのインス
トールから環境設定を行い、データベース
操作言語である SQL によるテーブルの作
成・削除、データの追加・削除・更新方法
について学習します。

2
前

30 ○ ○ ○

22 ○ IoT 実習

当たり前のように聞くようになった IoT
について現状を学び、教育目的で開発され
たワンボードコンピュータを用いて、OS
のインストールから IoT 技術を用いた実
例を課題として実施し、IoT の基礎を学習
します。

1
後

30 △ ○ ○ ○

23 ○ 卒業制作

２年間の総まとめとして、教員と学生の
相談の上、各自が研究課題を設定し調査研
究を行います。本科目は「セキュアネット
ワーク構築」「セキュアサーバ構築」を
キーワードに、実験実習を行い、研究結果
をを発表会形式で発表します。

2
後

180 △ ○ ○ ○



24 ○
教 養 リ テ ラ
シーⅠ

就職活動で行われる筆記試験に備え、数
学的な部分の試験対策に重点に置き、今ま
で学習してきた数学に関連する部分の復習
を兼ねて学習します。

1
前

30 ○ ○ ○

25 ○
教 養 リ テ ラ
シーⅡ

就職活動で必ず行われる書類審査や面接
などに備え、万全の準備を行うワーク
ショップです。ワークシートやグループ
ワークを利用した体験型学習で、楽しみな
がら就職活動の準備を行います。

1
後

30 ○ ○ ○

25

期

週

合計 科目 1710 単位（単位時間）

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

2

15

卒業要件：
試験、提出課題、平常点を加味した成績評価において、全ての科目
で「可」以上

履修方法： 学科・クラス毎に定められた時間割に則って履修する。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

１学年の学期区分

１学期の授業期間

（留意事項）


